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了解を求める事項

千葉県松戸市岩瀬に所在する財産を松
戸市に対し、市役所敷地として時価売払
いすることとした財産の利用計画を変更
することについて



○契約方式 随意契約 ○契約の根拠 会計法第２９条の３第５項、予算決算及び会計令第９９条第２１号

所 在 地 区分 数量 相手方 利用計画 処理区分 用途指定
期間

千葉県松戸市岩瀬

千葉県松戸市相模台地区
土地区画整理事業５街区
１画地

土地

建物

立木竹

工作物

8,745㎡

(延)4,820㎡

10本,29㎥

一式

松戸市 市役所敷地 時価売払 ―

処分条件等（R4.12.2第273回答申結果）
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当初案



位 置 図
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松戸

至北松戸、柏

相模台公園

至金町、東京

案 内 図

聖徳大学

松戸市立
第一中学校

松戸中央公園

対象財産
8,745㎡

旧国家公務員宿舎

相模台公園
千葉

地方裁判所
松戸支部

松戸法務
総合庁舎

対象財産

区画整理
事業区域

凡 例

国利用
予定地

約400ｍ

旧法務総合庁舎
対象財産8,745㎡

松戸市立
相模台小学校

松戸中央公園

対象財産

区画整理
事業区域

凡 例



Ｎ空 中 写 真

聖徳大学 松戸市立
第一中学校

松戸市立
相模台小学校

千葉地方裁判所
松戸支部

松戸駅

国土地理院空中写真を加工

松戸中央公園

相模台
公園

松戸法務
総合庁舎

対象財産
8,745㎡
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利活用の検討経緯（～令和4年12月）
時 期 内 容

平成27年 6月 松戸市 「松戸駅周辺まちづくり基本構想」を策定

平成30年 3月 松戸市 「新拠点ゾーン整備基本構想」を策定

令和 3年 1月 松戸市 「新拠点ゾーン整備基本計画」を策定

令和 3年 6月 財務省 第269回地方審（都市計画変更の了解）

令和 3年 9月 内閣府 都市再生緊急整備地域に指定

令和 4年 6月 松戸市 土地区画整理事業 事業認可

令和４年 9月 松戸市 取得要望書を提出

令和４年12月 財務省 第273回地方審議会に付議
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土地区画整理事業の概要

相模台公園

財務省換地

保留地

保留地

保留地

松戸市役所

都市再生
緊急整備地域
（50ha）

土地区画
整理事業区域
（約6ha）

松戸中央公園

第二種住居地域
60/200

商業地域
80/400

財務省換地

道路
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「新拠点ゾーン」の利用計画
（松戸市「新拠点ゾーン整備基本計画」（令和3年1月策定））

試みの場

福祉子育て機能や文化的機能等の導入を検討するエリア

オープンな場

みどり豊かな空間を創出し、帰宅困難者の一時避難場所
としての利用も予定しているエリア

支える場

防災拠点として災害対応や市役所機能の再編も含めた日
常の市民サービスを充実させるエリア

中央部

南部

北部
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凡 例

対象財産

現市庁舎の現状

至金町、東京

対象財産

至北松戸、柏

国
道
６
号

至上本郷、
津田沼

松戸駅
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現松戸市役所の問題

１ 施設等の老朽化
現本館は築60年、現新館は築50年が経過

２ 施設の分散化・狭あい化
関連部署の分散
職員数等の増加に伴う狭あい化

３ バリアフリーの機能不全

４ 耐震性の弱化

５ 災害対応の機能不全

高齢者や障がい者への配慮

主に現本館・現新館の耐震基準に課題

水害発生時に浸水の可能性

現松戸市役所
・本館 ・新館
・議会棟・別館



利活用の検討経緯等（R4.12～）

時 期 内 容

令和5年 3月
財務省

見積合わせを実施し価格決定
松戸市

令和5年 5月 松戸市 市議会において財産取得議案が否決

令和6年 1月 松戸市 「市役所機能段階的整備案」を公表

令和6年 2月 松戸市 「市役所機能段階的整備案」を前提に取得要望書を再提出

令和6年 3月 松戸市 財産取得のための令和6年度予算が可決

令和6年 6月 松戸市 市議会において財産取得議案が可決
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利用計画図（当初案）

相模台公園

松戸中央公園

立体
駐車場

市役所庁舎

横断橋

エスカレーター

道路
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当初案

・現市役所敷地よりも面積が狭く、
斜面地も含まれており、
災害発生時に必要な平場の面積
が少ない

・周辺道路の渋滞懸念

主な否決理由

敷地全体 8,745㎡

市役所庁舎 3,180㎡

立体駐車場 1,020㎡

斜面地 3,515㎡

平場 1,030㎡

斜面地



市役所機能段階的整備案(新案)

新拠点ゾーン南側国有地に、約２万㎡の新庁舎を建設し、現本館及び現新館（耐震
性が確保できていない建物）等の窓口機能及び災害発生時の対応拠点を移転

現本館・現新館以外の庁舎の整備方針については、最新の庁舎ニーズを踏まえ、他の公
共施設の整備方針と併せて検討

市役所敷地に災害発生時に災害対応を行なうための平場を確保するとともに、物価高騰
（建設コスト約３割アップ）など事業環境の変化、将来的な不透明感を踏まえ、新拠点
ゾーン南側国有地に建築する新庁舎を軸として、市役所機能を段階的に整備

段階的整備案の考え方

第１ステップ

第２ステップ

現庁舎のうち、一定の耐震性が確保されている現議会棟と現別館は、そのまま使用
※新庁舎と現庁舎の具体的な機能分担については、新庁舎の基本計画の中で検討・
決定する考え

機能移転後、現本館・現新館は供用終了

①

②

③
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新案

利用計画図（比較）
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当初案

相模台公園

松戸中央公園

道路

立体
駐車場

横断橋

エスカ
レーター

現議会棟、現別館は継続使用

全機能
移転

市役所庁舎
延面積20,000㎡
(1階駐車場)

平面駐車場

平面駐車場

市役所庁舎
延面積35,000㎡
(1階駐車場)

斜面地 斜面地

歩行者・車両通路
消防活動用地

相模台公園

窓口機能等
移転



平時及び災害発生時の利用計画(新案)
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新案

[B] 約1,760㎡（駐車台数45台）
●平時 ：来庁者用駐車場
●発災直後・初期段階

：帰宅困難者の一時避難所
●その後 ：来庁者用駐車場

[A] 約1,550㎡（駐車台数53台）
●平時 ：来庁者用駐車場
●発災直後：一時避難者等用の駐車場
●初期段階：周辺住民等への支援所

（給水、炊出し、風呂、大型車
駐車、支援物資保管）

●その後 ：他自治体等応援車両の駐車場

A

B

C

E
D

庁舎(1階駐車場)

相模台公園

松戸中央公園
（オープンな場）

道路

[C] 約910㎡
●常に公用車用駐車場（駐車台数33台）

[E] 約150㎡
●消防活動空地

（条例に基づく）

[D] 約860㎡
●歩行者・車両通路

斜面地

横断橋

エスカレーター

国利用
予定地

南側ゾーン（支える場）と
連携して災害対応活動を実施

国と出入口の一体利用等に
ついて調整（予定）



利用計画（比較）

項目 当初案 新案

新庁舎

建築面積 約3,180㎡ 約2,000㎡

延べ床面積 約35,000㎡ 約20,000㎡

階数 11階 11階

部署・機能
現本館・現新館等の

全ての部署

現本館・現新館等のうち、
・窓口機能の部署
・災害発生時の対応拠点

駐車場 立体式（280台収容） 平面式（131台収容）

平場 約1,030㎡
約3,230㎡

（平面式駐車場含む）

災害発生時は一時避難者用の待機スペース、
周辺住民等に対する支援スペース等にも活用
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新案



必要性、緊急性、妥当性及び実現性(新案)
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必要性・緊急性

妥当性

現市役所庁舎は老朽化、分散・狭あい化、耐震性能、災害対応の問題を抱えており、当該庁舎の
建替による耐震性の確保のため、高台に位置する本地への移転が喫緊の課題であることから必要
性・緊急性が認められる。
第２ステップはほかの公共施設の整備と合わせて検討し、集約化を目指す。

・

・

・ 建物敷地以外の平場については、平時は駐車場（来庁者用98台、公用車用33台）及び通路・消防
活動用地として使用されるが、当該部分は現庁舎の利用実態を踏まえ必要な台数等を算定した上
で、適切な規模であると認められる。
また、災害時には、一時避難場所となる松戸中央公園との結節点として、当該平場において帰宅
困難者の受入れを担うほか、災害対応を行う車両や設備等を置くスペースとする計画としている
ことから、本地の全面積を売却することは妥当であると認められる。

令和６年６月市議会における財産取得議案の可決をもって実現性を確保。・

実現性



今後の予定
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令
和
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令
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10
年
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６
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令
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９
年
度

庁
舎
基
本
設
計



留保財産として選定しないことについて

報告事項１
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関東財務局における留保財産の選定基準（決定）

１．次に掲げる「地域・規模に関する要件」に該当する未利用国有地等であって、
立地条件、財産価値、人口・交通の状況等の財産の特性や地域の実情（ 以下
「個別的要因」という。）も踏まえ、所有権を留保することが適当と認められ
るものについては、留保財産として取り扱うものとする。

地域 規模
都道府県 市区町村 土地面積
東 京 特別区、武蔵野市、三鷹市 1,000㎡以上
神奈川 横浜市、川崎市、相模原市

2,000㎡以上
埼 玉 さいたま市、川口市
千 葉 千葉市
新 潟 新潟市

※ 留保財産の対象地域は、上記市区町村の行政区域のうち、最新の国勢調査に基づく
人口集中地区（DID）とする。

２．上記１の「地域・規模に関する要件」に該当しない財産であっても、個別的
要因を踏まえ、留保することが適当と認められるものについては、留保財産と
して取り扱うことができるものとする。
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面 積 ： 1,212㎡（仮換地数量）
用途地域 ： 準住居地域／第一種中高層住居専用地域
建ぺい率 ： 60％／ 60％
容 積 率 ： 300％／200％

(CC-BY-SA (C) OpenStreetMap Contributors)至八潮Ｎ

つくばエクスプレス線
六町駅

足立区六町１-１３０５-７外４筆

財産の概要

300m

至青井

第一種中高層住居専用地域

準住居地域

国のニーズは無く、近隣に活用可能
な区有地が所在しており、有用性、希少
性ともに乏しいため。

除外理由
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貸付契約を解除した留保財産について

報告事項２
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案 内 図

駒場野公園 約20m

駒場小

都立国際高

大学入試センター

東京大学

富士中

日本工業大
駒場中・高

駒場学園高

東京大学

至池ノ上

至神泉

報告対象財産

南側敷地 約3,000㎡
（特別養護老人ホーム等）

令和6年11月、社会福祉法人鵜足津
福祉会と貸付契約締結予定

北側敷地 約7,000㎡

二段階一般競争入札実施予定

Ｎ
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○ 貸付契約を解除した留保財産

年
度

審議会
開催日

付 議 内 容
備考

所在地 区分 数量 ㎡ 相手方 利用計画 処理区分

R2

R3.2.12
～

R3.3.12
（268回）

東京都目黒区駒場
二丁目846番1のうち 土地 約7,000 － －

時価貸付
(一般定期借地)

・合同宿舎駒場住宅跡地（約10,000㎡）につい
て、敷地北側の土地約7,000㎡を二段階一般競
争入札に付すことの答申をいただいた財産

・令和4年6月 貸付契約の締結
相 手 方：住友商事(株)
契約期間：R4.7.1～R58.6.30（54年間）

・令和6年7月 貸付契約の解除
（理由）
契約締結後、旧宿舎建物の基礎杭跡から空洞

が判明し、国において修補工事を実施。
一方、住友商事（株）から、予定していた時

期に新築工事の着工ができず事業継続が困難と
の申し出があり、双方協議の結果、契約解除に
至ったもの。
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報告事項３

国有財産関東地方審議会答申案件の

処理状況について

23



年
度

審議会
開催日

付 議 内 容

進行状況
所在地 区分 数量(※) 相手方 利用計画 処理区分

30
H30.12.14
(第261回）

東京都品川区
小山台2-22-10外2筆

土地

約18,127㎡

東京都

都市公園敷地

時価売払
↓変更

時価売払(2/3)
無償貸付(1/3)

・処理未済
東京都 ：都市公園敷地
品川区 ：道路敷地(約350㎡)
東京ガス(株)：ガス整圧器敷地

令和元年、国が実施した建物解体に
際して事前に把握していなかった箇所
からアスベストが検出され、同調査及
び工事の仕様変更を余儀なくされたこ
と等から、処分時期が後倒しとなった
もの。

令和６年７月に契約
締結し、処理完結。

約1,716㎡ 消防署敷地 時価売払

約2,980㎡
品川区

社会福祉施設等
敷地

時価売払

約850㎡ 道路敷地 時価売払

約38㎡ 東京ガス(株) ガス整圧器敷地 時価売払

合計 約23,711㎡

(※) 付議時点の数量を記載。

答申後５年を経過した時点で、処理が完結していないもの
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答 申 案 件 の 処 理 状 況 等

答申※ 処理済のもの 処理が完結していないもの

平成３１(令和元)年度 ６件 ６件 ０件

令和２年度 ４件 ３件 １件

令和３年度 ２件 １件 １件

令和４年度 ２件 ０件 ２件

令和５年度 ７件 ３件 ４件

計 ２１件 １３件 ８件

〇平成３１(令和元)～令和５年度の処理方針策定に係る答申案件

（令和６年９月３日現在）

※留保財産の選定及び除外に係る答申を除く。
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都県名 決定した留保財産
利用方針
策定済

処理済 除 外

東京都（２３区） １５件 ４件 ０件※ ０件

東京都（２３区外） １件 １件 ０件 ０件

神奈川県 ３件 ０件 ０件 ０件

埼玉県 １件 ０件 ０件 １件

新潟県 １件 ０件 ０件 ０件

計 ２１件 ５件 ０件 １件

（令和６年９月３日現在）

※一部貸付契約を締結したものの、
令和６年７月に解除したものが１件。

〇留保財産の処理状況
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